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四日市市規則第２１号 

四日市市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する規則 

（趣旨）  

第１条 この規則は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合

事業」という。）の実施に関し、法、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２

号。以下「政令」という。）及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６

号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（事業の目的）  

第２条 総合事業は、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサ

ービスを充実することにより、地域の支え合いの体制づくりを推進し、要支援者等

に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目的とする。  

（事業の内容）  

第３条 総合事業の名称及び内容については、次のとおりとする。 

(1) 介護予防・生活支援サービス事業（以下「サービス事業」という。）の名称及

び内容については、次の表に定めるとおりとする。 

サービス事業 事業の名称 事業の内容 

法第１１５条

の４５第１項

第１号イに規

定する第１号

訪問事業（以

下「訪問型サ

ービス」とい

う。） 

介護予防訪問介

護相当サービス 

省令第１４０条の６３の２第１項第１号イに規

定する旧介護予防訪問介護に相当する訪問型サ

ービス 

基準緩和訪問型

サービス（以下

「訪問型サービ

スＡ」とい

う。） 

平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚

生労働省老健局長通知「地域支援事業の実施に

ついて」別紙（以下「要綱」という。）別記１

の第２の１の(1)のイの（ア）の②に掲げる市が

定める基準により実施する旧介護予防訪問介護

に係る基準よりも緩和した基準による訪問型サ

ービス 



住民主体訪問型

サービス（以下

「訪問型サービ

スＢ」とい

う。） 

要綱別記１の第２の１の(1)のイの（ア）の③に

掲げる市が定める基準により実施するボランテ

ィア団体、ＮＰＯ、地縁団体等の市民活動団体

が対象者の居宅を訪問して実施する生活援助等

の支援 

短期集中予防訪

問型サービス

（以下「訪問型

サービスＣ」と

いう。） 

要綱別記１の第２の１の(1)のイの（ア）の④に

掲げる市が定める基準により実施する保健・医

療の専門職が、３カ月から６カ月の短期間で、

介護予防、社会参加を促進するための相談・指

導等を実施する訪問型サービス 

法第１１５条

の４５第１項

第１号ロに規

定する第１号

通所事業（以

下「通所型サ

ービス」とい

う。） 

介護予防通所介

護相当サービス 

省令第１４０条の６３の２第１項第１号イに規

定する旧介護予防通所介護に相当する通所型サ

ービス 

基準緩和通所型

サービス（以下

「通所型サービ

スＡ」とい

う。） 

要綱別記１の第２の１の(1)のイの（イ）の②に

掲げる市が定める基準により実施する旧介護予

防通所介護に係る基準よりも緩和した基準によ

る通所型サービス 

住民主体通所型

サービス（以下

「通所型サービ

スＢ」とい

う。） 

要綱別記１の第２の１の(1)のイの（イ）の③に

掲げる市が定める基準により実施するボランテ

ィア団体、ＮＰＯ、地縁団体等の市民活動団体

が通いの場を提供する支援 

短期集中予防通

所型サービス

（以下「通所型

サービスＣ」と

いう。） 

要綱別記１の第２の１の(1)のイの（イ）の④に

掲げる市が定める基準により実施する保健・医

療の専門職が、３カ月から６カ月の短期間で、

生活行為の改善を目的とした介護予防プログラ

ムを実施する通所型サービス 

法 第 １ １ ５ 条

の ４ ５ 第 １ 項

第 １ 号 ニ に 規

ケアマネジメン

トＡ 

要綱別記１の第２の１の(1)のイの（エ）の④の

(a) に規定するケアマネジメント 

ケアマネジメン 要綱別記１の第２の１の(1)のイの（エ）の④の



定 す る 第 １ 号

介 護 予 防 支 援

事 業 （ 以 下

「 介 護 予 防 ケ

ア マ ネ ジ メ ン

ト」という。） 

トＢ (b) に規定するケアマネジメント 

ケアマネジメン

トＣ 

要綱別記１の第２の１の(1)のイの（エ）の④の

(c) に規定するケアマネジメント 

(2) 法第１１５条の４５第１項第２号に規定する事業（以下「一般介護予防事業」

という。）の名称及び内容については、次の表に定めるとおりとする 

事業の名称 事業の内容 

介護予防把握事業 要綱別記１の第２の１の(２)のイの（ア）に規定する介護予

防把握事業 

介護予防普及啓発事

業 

要綱別記１の第２の１の(２)のイの（イ）に規定する介護予

防普及啓発事業 

地域介護予防活動支

援事業 

要綱別記１の第２の１の(２)のイの（ウ）に規定する地域介

護予防活動支援事業 

一般介護予防事業評

価事業 

要綱別記１の第２の１の(２)のイの（エ）に規定する一般介

護予防事業評価事業 

地域リハビリテーシ

ョン活動支援事業 

要綱別記１の第２の１の(２)のイの（オ）に規定する地域リ

ハビリテーション活動支援事業 

２ 前項各号に掲げる事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

（総合事業の対象者） 

第４条 サービス事業の対象者は、次の各号のいずれかに該当する被保険者（法第１

１５条の４５第１項に規定する被保険者をいう。）とする。 

(1) 法第５３条第１項に規定する居宅要支援被保険者（以下「居宅要支援被保険

者」という。） 

(2) 第１号被保険者（法第９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同

じ。）のうち、省令第１４０条の６２の４第１項第２号に該当するもの（以下

「事業対象者」という。） 

２ 一般介護予防事業の対象者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 第１号被保険者の全ての者 

(2) 第１号被保険者の支援のための活動に関わる者 

（総合事業の実施方法） 



第５条 総合事業は、次の各号に掲げる事業に応じて、当該各号に掲げる方法により

実施するものとする。 

(1) 介護予防訪問介護相当サービス及び介護予防通所介護相当サービス 指定事業

者（法第１１５条の４５の３第１項に規定する指定事業者をいう。）による実

施 

(2) 訪問型サービスＡ、訪問型サービスＣ、通所型サービスＡ、通所型サービスＣ

及び介護予防ケアマネジメント 法第１１５条の４７第４項に規定する委託に

よる実施 

(3) 訪問型サービスＢ及び通所型サービスＢ 省令第１４０条の６２の３第１項第

２号に規定する補助による実施 

（指定の基準等） 

第６条 省令第１４０条の６３の６に規定する市が定める基準は、市長が別に定める。 

（指定の有効期間） 

第７条 省令第１４０条の６３の７に規定する市が定める期間は、６年以内で市長が

認めた期間とする。 

（指定事業者により実施するサービス事業に要する費用の額） 

第８条 指定事業者により実施するサービス事業に要する費用の額は、次の各号に掲

げる事業に応じて、当該各号に掲げる額とする。 

(1) 介護予防訪問介護相当サービス及び介護予防通所介護相当サービス 地域にお

ける医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法

律（平成２６年法律第８３号）第５条の規定による改正前の法（以下「平成２６

年改正前法」という。）第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護又は同条

第７項に規定する介護予防通所介護に係る平成２６年改正前法第５３条第２項第

１号に規定する厚生労働大臣が定める基準の例により算定した費用の額（当該額

が現に当該事業のサービスに要した費用の額を超えるときは、当該事業のサービ

スに要した費用の額とする。） 

(2) 介護予防ケアマネジメント 法第５８条第２項に規定する厚生労働大臣が定め

る基準の例により算定した費用の額（当該額が現に当該事業のサービスに要した

費用の額を超えるときは、当該事業のサービスに要した費用の額とする。） 

（サービス事業に係る支給費） 

第９条 サービス事業にかかる支給費の額は、次の各号に掲げる事業に応じて、当該

各号に掲げる額とする。 



(1) 介護予防訪問介護相当サービス及び介護予防通所介護相当サービス 前条第１

号の規定により算定された費用の額の１００分の９０(総合事業の利用者が、第

１号被保険者であって、法第５９条の２に規定する政令で定めるところにより算

定した所得の額が政令で定める額以上である居宅要支援被保険者又は事業対象者

(以下「居宅要支援被保険者等」という。)である場合にあっては、１００分の８

０)に相当する額 

(2) 介護予防ケアマネジメント 前条第２号の規定により算定された費用の額の１

００分の１００に相当する額。 

(3) その他のサービス事業 市長が別に定める額 

２ 前項各号に掲げる支給費の支給に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

（支給限度額） 

第１０条 居宅要支援被保険者が、指定事業者によるサービスを利用する場合の支給

限度額は、法第５５条第１項の規定の例により算定した額とする。 

２ 居宅要支援被保険者が、指定事業者によるサービス事業と介護予防サービス等

（法第５５条第１項に規定する介護予防サービス及び地域密着型介護予防サービス

をいう。以下同じ。）を併せて利用する場合は、指定事業者によるサービス事業及

び介護予防サービス等に係る支給額の合計額が、前項の支給限度額を超えることが

できないものとする。 

３ 事業対象者が、指定事業者によるサービスを利用する場合の支給限度額は、居宅

宅介護サービス費等区分支給限度基準額及び介護予防サービス費等区分支給限度基

準額（平成１２年厚生省告示第３３号）第２号イに規定する単位数により算定した

基準額の１００分の９０（第１号被保険者であって、法第５９条の２に規定する政

令で定めるところにより算定した所得の額が政令で定める額以上である者にあって

は、１００分の８０）に相当する額とする。ただし、市長が必要と認めた場合は、

同第２号ロに規定する単位数により基準額を算定できるものとする。 

（高額介護予防サービス費等相当事業） 

第１１条 市長は、指定事業者が行う当該指定に係るサービス事業について、法第６

１条に規定する高額介護予防サービス費及び法第６１条の２に規定する高額医療合

算介護予防サービス費に相当する額(以下「高額介護予防・生活支援サービス事業

費等」という。)を支給するものとする。 

２ 前項に掲げる高額介護予防・生活支援サービス事業費等の支給要件、支給額その

他高額介護予防・生活支援サービス事業費等に関し必要な事項は、政令第２９条の



２の２及び第２９条の３並びに四日市市介護保険条例施行規則（平成１２年四日市

市規則第３１号）第１０条及び第１０条の２の規定を準用する。 

（利用料） 

第１２条 利用者は、介護予防訪問介護相当サービス又は介護予防通所介護相当サー

ビスを利用した場合は、第９条の規定により算定された額の１００分の１０（利用

者が、第１号被保険者であって、法第５９条の２に規定する政令で定めるところに

より算定した所得の額が政令で定める額以上である者にあっては、１００分の２

０）に相当する額を利用料として負担するものとする。 

２ 利用者が、第３条第１号の表の中欄に掲げる事業（介護予防訪問介護相当サービ

ス及び介護予防通所介護相当サービスを除く。）のいずれかを利用した場合の利用

料については、市長が別に定める。 

（サービス事業の利用の手続） 

第１３条 サービス事業を利用しようとする居宅要支援被保険者等は、別に定める介

護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼(変更)届出書に、次に掲

げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 介護保険被保険者証 

(2) 基本チェックリスト（介護保険法施行規則第１４０条の６２の４第２号の規定 

に基づき厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第１９７号）様 

式第１をいう。以下同じ。）の質問項目に対する回答の結果（事業対象者に限 

る。） 

２ 前項の届出は、当該居宅要支援被保険者に代わって地域包括支援センター、在宅

介護支援センター又は指定居宅介護支援事業所が行うことができるものとする。 

３ 前２項に定めるもののほか、サービス事業の利用に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

（サービス事業の有効期間） 

第１４条 居宅要支援被保険者のサービス事業の対象となる期間（以下「有効期間」

という。）は、省令第５２条１項に規定する要支援認定有効期間とする。 

２ 事業対象者のサービス事業の有効期間は、基本チェックリストの実施日から２年

間とする。ただし、基本チェックリストの実施日が月の初日でない場合にあっては、

当該実施日の属する月の翌月の初日から起算するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当したときは、当該各号に掲げる日をも

って有効期間を満了したものとする。 



(1) 法第１９条第１項に規定する要介護認定を受けた場合 次に掲げる日のいずれ

か早い日 

 ア 要介護認定日の属する月の翌月の末日。ただし、要介護認定日が月の初日で

あるときは、その月の末日 

 イ 省令第７７条第１項に規定する届出を行った日 

(2) 法第１９条第２項に規定する要支援認定を受けた場合 要支援認定の効力が生

じた日 

（サービス事業の有効期間の更新） 

第１５条 居宅要支援被保険者は、有効期間が終了する日の６０日前から当該有効期

間が終了する日までの間に、再度、要支援認定を受けることにより、当該有効期間

を更新することができるものとする。 

２ 事業対象者は、有効期間が終了する日の３０日前から当該有効期間が終了する日

までの間に、再度、基本チェックリストを実施することにより、当該有効期間を更

新することができるものとする。 

（本市の区域外の事業所に係る特例）  

第１６条 本市の区域外に所在する事業所（市長が必要と認めるものに限る。）に係

る指定事業所の指定の基準、指定事業者により実施するサービス事業に要する費用

の額及びサービス事業に係る支給費については、第６条、第８条及び第９条の規定

にかかわらず、当該事業所の所在地を管轄する市町村長（特別区にあっては区長）

が定める基準によることができるものとする。 

（委任）  

第１７条 この規則に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

（健康福祉部介護・高齢福祉課） 


